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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「ダイワ台湾株ファンド」は、この
たび、第₁₄期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<4779>

ダイワ台湾株ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式

信 託 期 間 約₁₀年間（₂₀₀₈年 ₃ 月 ₄ 日～₂₀₁₈年 ₂ 月₂₃日）

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象
台湾の金融商品取引所上場株式および店頭登録
株式（上場予定および店頭登録予定を含みま
す。）

運 用 方 法

①主として、台湾の株式（※）に投資し、信託
財産の成長をめざします。
②企業のファンダメンタルズおよび成長性等を
総合的に勘案し、銘柄選択を行ないます。
③外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・ア
セット・マネジメント（ホンコン）リミテッド
に運用の指図にかかる権限の一部を委託しま
す。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の
純資産総額の80％程度以上に維持することを基
本とします。
⑤保有外貨建資産について、為替変動リスクを
回避するための為替ヘッジは原則として行ない
ません。
　（※）株式…ＤＲ（預託証券）を含みます。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買
益（評価益を含みます。）等とし、原則として、
経費控除後の配当等収益等から毎計算期末に分
配を行なうことをめざすとともに、基準価額の
水準等を勘案して分配金額を決定します。ただ
し、分配対象額が少額の場合には、分配を行な
わないことがあります。



ダイワ台湾株ファンド

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 ＭＳＣＩ台湾指数

（配当込み、円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額

（分配落） 税込み
分配金

期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁₀期末（₂₀₁₃年 ₂ 月₂₅日） ₈, ₃₅₉ ₀ ₃₂. ₄ ₁₀, ₃₈₅ ₃₀. ₆ ₉₆. ₁ ― ₈₃₁ 
₁₁期末（₂₀₁₃年 ₈ 月₂₃日） ₈, ₄₇₈ ₅₀ ₂. ₀ ₁₀, ₆₄₆ ₂. ₅ ₉₄. ₁ ― ₇₅₀ 
₁₂期末（₂₀₁₄年 ₂ 月₂₄日） ₉, ₅₆₅ ₂₀ ₁₃. ₁ ₁₂, ₀₁₄ ₁₂. ₈ ₉₄. ₅ ― ₇₄₇ 
₁₃期末（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₅日） ₁₀, ₇₅₉ ₄₀₀ ₁₆. ₇ ₁₄, ₄₂₅ ₂₀. ₁ ₉₃. ₉ ― ₇₂₈ 
₁₄期末（₂₀₁₅年 ₂ 月₂₃日） ₁₁, ₄₁₇ ₆₀₀ ₁₁. ₇ ₁₆, ₀₈₉ ₁₁. ₅ ₉₃. ₆ ― ₇₂₃ 

（注 ₁ ） 基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ） ＭＳＣＩ台湾指数（配当込み、円換算）は、ＭＳＣＩ Inc. の承諾を得て、ＭＳＣＩ台湾指数（配当込み、台湾ドルベース）をもとに円換算

し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀として大和投資信託が計算したものです。ＭＳＣＩ台湾指数は、ＭＳＣＩ Inc. が開発した株価指数で、同指
数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はＭＳＣＩ Inc. に帰属します。またＭＳＣＩ Inc. は、同指数の内容を変更する権利および
公表を停止する権利を有しています。

（注 ₃ ）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。

1



ダイワ台湾株ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₇₅₉円　期末：₁₁, ₄₁₇円（分配金₆₀₀円）　騰落率：₁₁. ₇％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

当期の基準価額は、株価の上昇と円安台湾ドル高が進行したことが寄与し、値上がりしました。
◆投資環境について

○台湾株式市況
台湾株式市況は、期の初めは、米国の早期利上げへの懸念やスコットランド独立選挙など不透明な国際情勢が嫌気さ

れ、下落して始まりました。その後発表された iPhone ₆ / ₆  Plus の内容も市場予想内だったことから、利益確定売りな
ども重なり₂₀₁₄年₁₀月まで下げ幅を広げる展開が続きました。しかし、₁₀月半ばに半導体大手の TSMC が好調な決算を
発表したことをきっかけに持ち直すと、販売開始された iPhone ₆ / ₆ Plus の品薄状態が続いていたことも好感され、次第
に下げ幅を縮めました。₁₁月末の統一地方選挙における与党国民党の惨敗や原油価格の急落などを背景に下落する局面も
見られましたが、堅調な個別企業の決算や米国の利上げ懸念の後退などが好感され、期末に向けて堅調に推移しました。

○為替相場
台湾ドルは米国の景気回復期待に伴う米国金利の先高感から対米ドルで安く推移しましたが、黒田日銀総裁による積極

的な金融緩和政策の実施を背景に円が大きく売られ、台湾ドル高円安が進行しました。

年　　月　　日
基 準 価 額 ＭＳＣＩ台湾指数

（配当込み、円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率
円 ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₈ 月₂₅日 ₁₀, ₇₅₉ ― ₁₄, ₄₂₅ ― ₉₃. ₉ ―
₈ 月末 ₁₀, ₈₅₄ ₀. ₉ ₁₄, ₅₁₈ ₀. ₆ ₉₃. ₂ ―
₉ 月末 ₁₀, ₈₀₁ ₀. ₄ ₁₄, ₁₄₈ △ ₁. ₉ ₉₄. ₁ ―
₁₀月末 ₁₀, ₇₆₀ ₀. ₀ ₁₄, ₃₈₄ △ ₀. ₃ ₉₄. ₈ ―
₁₁月末 ₁₁, ₆₈₃ ₈. ₆ ₁₅, ₈₅₀ ₉. ₉ ₉₅. ₇ ―
₁₂月末 ₁₁, ₆₁₆ ₈. ₀ ₁₅, ₇₉₇ ₉. ₅ ₉₄. ₄ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₁, ₇₇₆ ₉. ₅ ₁₅, ₈₆₄ ₁₀. ₀ ₉₄. ₉ ―
（期末）₂₀₁₅年 ₂ 月₂₃日 ₁₂, ₀₁₇ ₁₁. ₇ ₁₆, ₀₈₉ ₁₁. ₅ ₉₃. ₆ ―

（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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ダイワ台湾株ファンド

◆前期における「今後の運用方針」

・株式組入比率
株式組入比率は高位とする方針です。

・ポートフォリオ
Apple 社の新製品による増益期待、国慶節やクリスマス商戦に向けての需要拡大などから情報技術セクターの組入高

位を維持する方針です。また、中国・台湾間における貿易自由化の進展から恩恵を受ける金融セクターなども組入高位
とする方針です。

一方、 ₄ Ｇ通信網への投資負担が懸念される電気通信セクターの組入れを低位とする方針です。

◆ポートフォリオについて
台湾株式市場に対する影響度の大きい情報技術セクターについては、iPhone ₆ / ₆  Plus 発売後に組入れを引下げる局面も

ありましたが、Apple 社関連株から半導体関連株に比重を変更するなどして、おおむね高位組入れを維持しました。また、
為替（台湾ドル安米ドル高）の恩恵を受けやすい自動車部品など他の輸出関連株、長期的な観点から成長の見込めるヘルス
ケアセクターなどについても、組入れを高位としました。一方、原油価格など国際商品市況の下落が想定された素材セク
ターや、対中国政策の不透明感や人民元安からの業績懸念などにより金融セクターを低位組入れとしました。株式組入比率
は、期を通じて、₈₅％以上の水準で推移させました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
参考指数は台湾企業で構成される代表的な指数としてＭＳＣＩ台湾指数を掲載しております。

（％）
12. 0
10. 0
8. 0
6. 0
4. 0
2. 0
0. 0

当　期
（2014. 8. 25～2015. 2. 23）

基準価額
ＭＳＣＩ台湾指数（配当込み、円換算）
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ダイワ台湾株ファンド

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₆₀₀円といたしました。
■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日
～₂₀₁₅年 ₂ 月₂₃日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₆₀₀
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₄. ₉₉
当 期 の 収 益 （円） ₆₀₀
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₁, ₈₃₉
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₄₃. ₃₄円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₁, ₂₁₁. ₆₄
（ｃ）収 益 調 整 金 ₄₇. ₃₈
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₁₃₆. ₇₀
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂, ₄₃₉. ₀₈
（ｆ）分 配 金 ₆₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₁, ₈₃₉. ₀₈
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　当ファンドは、企業の業績および中長期的な成長性などを総合的に勘案し銘柄選定を行ないます。分野としては、スマート
フォンやウエアラブルなど IoT（Internet of Things、モノのインターネット）分野の拡大から恩恵を受ける半導体株、台湾
ドル安米ドル高が追い風となる自動車部品などの輸出株、支援策や長期的な業績拡大が期待できるヘルスケア株に注目してい
ます。一方、統一地方選において国民党が惨敗したことを背景に、台湾－中国間の経済協力などの進ちょくについては、慎重
に見守る必要があります。
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ダイワ台湾株ファンド

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₃日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₆₄₉, ₅₃₉千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₇₀₃, ₈₃₂千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₉₂ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
株　　　式

（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₃日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株　　数 金　　額 株　　数 金　　額
外 

国

百株 千台湾ドル 百株 千台湾ドル

台 湾 ₁₄, ₉₄₀ ₇₄, ₄₆₄ ₁₈, ₉₀₀. ₃₄ ₉₉, ₃₈₅ 
（ ₄₁₄. ₇₅） （ ₃₇₄） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₈. ₂₆～₂₀₁₅. ₂. ₂₃）
金　額 比　率

信託報酬  ₉₂円 ₀. ₈₁₈％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₁, ₂₄₇円です。

（投信会社）  （₄₄）  （₀. ₃₉₃） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₄₄）  （₀. ₃₉₃） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₄）  （₀. ₀₃₂） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₃₃   ₀. ₂₉₂   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₃₃）  （₀. ₂₉₂） 

有価証券取引税  ₁₇   ₀. ₁₅₁  有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （₁₇）  （₀. ₁₅₁） 
その他費用  ₂₃   ₀. ₂₀₈   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保管費用）  （₁₈）  （₀. ₁₆₃） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （₅）  （₀. ₀₄₃） 信託事務の処理等に関するその他の費用
合　　　　計  ₁₆₅   ₁. ₄₇₀  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₃日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
PEGATRON CORP（台湾）  ₁₀₈ ₂₉, ₈₃₄ ₂₇₆  HON HAI PRECISION INDUSTRY（台湾）  ₉₈ ₃₃, ₂₃₃ ₃₃₉ 
WIN SEMICONDUCTORS CORP（台湾）  ₂₆₃ ₂₇, ₆₀₉ ₁₀₄  AU OPTRONICS CORP（台湾）  ₄₉₁ ₃₁, ₉₃₃ ₆₅ 
AU OPTRONICS CORP（台湾）  ₄₃₈ ₂₄, ₄₄₉ ₅₅  DELTA ELECTRONICS INC（台湾）  ₄₄ ₂₈, ₈₀₈ ₆₅₄ 
SILICONWARE PRECISION（台湾）  ₁₂₄ ₂₂, ₃₀₈ ₁₇₉  CATCHER TECHNOLOGY CO LTD（台湾）  ₂₇ ₂₆, ₂₈₄ ₉₇₃ 
POSIFLEX TECHNOLOGY INC（台湾）  ₃₇ ₂₀, ₂₄₉ ₅₄₇  MEDIATEK INC（台湾）  ₁₅ ₂₄, ₇₀₄ ₁, ₆₄₆ 
ENNOCONN CORP（台湾）  ₁₆ ₁₅, ₂₁₉ ₉₅₁  TSMC（台湾）  ₄₃ ₂₀, ₇₉₉ ₄₈₃ 
KING SLIDE WORKS CO LTD（台湾）  ₁₀ ₁₄, ₂₃₅ ₁, ₄₂₃  MEGA FINANCIAL HOLDING（台湾）  ₂₁₀. ₅₉₄ ₁₉, ₃₀₀ ₉₁ 
NOVATEK MICROELECTRONICS LTD（台湾）  ₁₇ ₁₁, ₀₆₈ ₆₅₁  SILICONWARE PRECISION（台湾）  ₇₄ ₁₄, ₄₃₉ ₁₉₅ 
HOTA INDUSTRIAL MFG CO LTD（台湾）  ₅₁ ₁₀, ₆₁₃ ₂₀₈  UNI-PRESIDENT ENTERPRISES（台湾）  ₆₈. ₉ ₁₃, ₁₂₂ ₁₉₀ 
PHARMAENGINE INC（台湾）  ₁₂ ₁₀, ₃₈₆ ₈₆₅  YUNGTAY ENGINEERING CO LTD（台湾）  ₅₁ ₁₂, ₁₆₀ ₂₃₈ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。
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ダイワ台湾株ファンド

■利害関係人との取引状況
当期中における利害関係人との取引はありません。

銘　　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千台湾ドル 千円
（台湾）
ADVANTECH CO LTD ₂₃₀ ₃₀₂. ₈₆ ₇, ₂₈₃ ₂₇, ₃₁₄ 情報技術
TAIWAN CEMENT ₃₆₆. ₃₇ ₃₉₆. ₃₇ ₁, ₆₇₀ ₆, ₂₆₅ 素材
UNI-PRESIDENT ENTERPRISES ₆₈₉ ― ― ― 生活必需品
FORMOSA PLASTICS CORP ₂₆₁ ― ― ― 素材
NAN YA PLASTICS CORP ₃₄₅. ₇₈ ― ― ― 素材
TAINAN SPINNING ₂₅₂. ₂ ― ― ― 一般消費財・サービス
Teco Electric and Machinery ₁, ₃₅₀ ₁, ₃₅₀ ₄, ₂₄₅ ₁₅, ₉₂₁ 資本財・サービス
YUNGTAY ENGINEERING CO LTD ₅₁₀ ― ― ― 資本財・サービス
HOTA INDUSTRIAL MFG CO LTD ₁, ₀₁₀ ₁, ₅₅₀. ₁₅ ₉, ₁₃₀ ₃₄, ₂₃₈ 一般消費財・サービス
HIWIN TECHNOLOGIES CORP ₇₂. ₁ ― ― ― 資本財・サービス
KING SLIDE WORKS CO LTD ― ₁₀₀ ₄, ₈₈₀ ₁₈, ₃₀₀ 資本財・サービス
CHENG SHIN RUBBER IND CO LTD ₂₇₉ ― ― ― 一般消費財・サービス
CUB ELECPARTS INC ₁₂₆. ₂ ₂₀₆. ₂ ₇, ₀₈₂ ₂₆, ₅₆₁ 一般消費財・サービス
DELTA ELECTRONICS INC ₄₄₀ ― ― ― 情報技術
ADVANCED SEMICONDUCTOR ₁, ₄₄₀ ₁, ₇₄₀ ₇, ₄₈₂ ₂₈, ₀₅₇ 情報技術
AU OPTRONICS CORP ₂, ₁₈₀ ₁, ₆₅₀ ₂, ₈₇₁ ₁₀, ₇₆₆ 情報技術
MEDIATEK INC ₂₂₀. ₃₈ ₇₀. ₃₈ ₃, ₂₃₀ ₁₂, ₁₁₄ 情報技術
CATCHER TECHNOLOGY CO LTD ₂₇₀ ― ― ― 情報技術
FUBON FINANCIAL HOLDING ₁, ₀₈₄. ₁₈ ₁, ₀₂₄. ₁₈ ₅, ₄₇₉ ₂₀, ₅₄₇ 金融
CATHAY FINANCIAL HOLDING ₁, ₇₉₀. ₅₉ ₁, ₉₄₀. ₅₉ ₉, ₁₉₈ ₃₄, ₄₉₃ 金融
E. SUN FINANCIAL HOLDING ₁, ₀₇₁. ₃₈ ― ― ― 金融
YUANTA FINANCIAL HOLDING ₁, ₀₈₆. ₅ ― ― ― 金融
MEGA FINANCIAL HOLDING ₂, ₁₀₅. ₉₄ ― ― ― 金融
CTBC FINANCIAL HOLDING CO LTD ₄, ₀₂₆. ₃ ₄, ₀₂₅. ₂₅ ₈, ₂₅₁ ₃₀, ₉₄₄ 金融
RUENTEX INDUSTRIES LTD ₃₄₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
LARGAN PRECISION CO LTD ₂₀ ₁₀ ₂, ₇₀₅ ₁₀, ₁₄₃ 情報技術
NOVATEK MICROELECTRONICS LTD ― ₁₇₀ ₂, ₉₄₁ ₁₁, ₀₂₈ 情報技術
TAIWAN MOBILE CO LTD ― ₈₀ ₈₆₀ ₃, ₂₂₅ 電気通信サービス
FORMOSA EPITAXY INC ₉₂₀ ― ― ― 情報技術
WIN SEMICONDUCTORS CORP ― ₂, ₆₃₀ ₈, ₈₇₆ ₃₃, ₂₈₅ 情報技術
MEDIGEN BIOTECHNOLOGY ₂₀₉. ₄₄ ― ― ― ヘルスケア
INOTERA MEMORIES INC ₁₉₀ ― ― ― 情報技術
INNOLUX CORP ― ₁, ₂₈₀ ₂, ₁₁₂ ₇, ₉₂₀ 情報技術
OBI PHARMA INC ₁₁₀ ₁₇₀ ₆, ₅₄₈ ₂₄, ₅₅₅ ヘルスケア
TWI PHARMACEUTICALS INC ₅₀ ― ― ― ヘルスケア
FAR EASTONE TELECOMM CO LTD ― ₁₃₀ ₁, ₀₁₁ ₃, ₇₉₂ 電気通信サービス
PEGATRON CORP ― ₁, ₀₈₀ ₉, ₁₅₈ ₃₄, ₃₄₄ 情報技術
ZHEN DING TECHNOLOGY HOLDING ₉₈ ― ― ― 情報技術
TONG MING ENTERPRISE CO LTD ― ₃₀₀ ₉₅₄ ₃, ₅₇₇ 資本財・サービス
RADIANT OPTO-ELECTRONICS ₇₀ ― ― ― 情報技術
ENNOCONN CORP ― ₁₆₀ ₄, ₁₀₄ ₁₅, ₃₉₀ 情報技術
POSIFLEX TECHNOLOGY INC ― ₃₇₀ ₅, ₃₄₆ ₂₀, ₀₄₉ 情報技術
TON YI INDUSTRIAL CORP ₄₄₀ ― ― ― 素材
SILICONWARE PRECISION ₄₇₀ ₉₇₀ ₅, ₃₅₄ ₂₀, ₀₇₉ 情報技術
TSMC ₃, ₅₉₂. ₈₃ ₃, ₁₆₂. ₈₃ ₄₆, ₉₆₈ ₁₇₆, ₁₃₀ 情報技術
HON HAI PRECISION INDUSTRY ₁, ₇₇₃. ₂₅ ₁, ₀₀₆. ₀₄ ₈, ₆₃₁ ₃₂, ₃₆₉ 情報技術
PRESIDENT CHAIN STORE CORP ₁₀₀ ₁₇₀ ₄, ₂₃₃ ₁₅, ₈₇₃ 生活必需品

フ ァ ン ド 合 計
株　数、金　額 ₂₉, ₅₉₀. ₄₄ ₂₆, ₀₄₄. ₈₅ ₁₈₀, ₆₁₀ ₆₇₇, ₂₈₉ 
銘柄数＜比率＞ ₃₇ 銘柄 ₂₇ 銘柄 ＜₉₃. ₆％＞

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。

■組入資産明細表
外 国 株 式
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₂ 月₂₃日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₆₇₇, ₂₈₉ ₈₈. ₂ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₉₀, ₂₈₈ ₁₁. ₈ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₇₆₇, ₅₇₈ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₂ 月₂₃日における邦貨換算レートは、 ₁ 台湾ドル＝₃. ₇₅円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₆₉₈, ₁₂₀千円）の投資信託財産総額（₇₆₇, ₅₇₈
千円）に対する比率は、₉₁. ₀% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₂ 月₂₃日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 7₆7， 57₈， 31₈円

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 ₉₀, ₂₈₈, ₆₄₇  
株 式（評価額） ₆₇₇, ₂₈₉, ₆₇₁  

（Ｂ）負 債 44， 117， 27₆  
未 払 収 益 分 配 金 ₃₈, ₀₂₀, ₅₈₁  
未 払 信 託 報 酬 ₆, ₀₇₆, ₇₈₉  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₉, ₉₀₆  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 723， 4₆1， 042  
元 本 ₆₃₃, ₆₇₆, ₃₆₅  
次 期 繰 越 損 益 金 ₈₉, ₇₈₄, ₆₇₇  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 ₆33， ₆7₆， 3₆5口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 11， 417円

＊ 期首における元本額は₆₇₇, ₄₃₀, ₇₅₉円、当期中における追加設定元本額は
₉, ₇₃₆, ₇₃₉円、同解約元本額は₅₃, ₄₉₁, ₁₃₃円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₁, ₄₁₇円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日　至₂₀₁₅年 ₂ 月₂₃日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 3， 010， 103円

受 取 配 当 金 ₃, ₀₀₄, ₁₀₅
受 取 利 息 ₅, ₉₉₈

（Ｂ）有価証券売買損益 ₈4， 14₆， 517
売 買 益 ₁₃₂, ₃₈₄, ₅₅₉
売 買 損 △ ₄₈, ₂₃₈, ₀₄₂

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 7， ₆30， ₆1₆
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 79， 52₆， 004
（Ｅ）前期繰越損益金 72， 030， 2₆0
（Ｆ）追加信託差損益金 △ 23， 751， 00₆

（配 当 等 相 当 額）（ ₃, ₀₀₂, ₇₈₀）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₂₆, ₇₅₃, ₇₈₆）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 127， ₈05， 25₈
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 3₈， 020， 5₈1

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） ₈9， 7₈4， ₆77
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₂₃, ₇₅₁, ₀₀₆

（配 当 等 相 当 額）（ ₃, ₀₀₂, ₇₈₀）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₂₆, ₇₅₃, ₇₈₆）
分 配 準 備 積 立 金 ₁₁₃, ₅₃₅, ₆₈₃

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
（注 ₄ ） 投資信託財産の運用の指図に係る権限の全部または一部を委託するために

要する費用：₁, ₆₂₈, ₇₂₅円（未監査）

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₂, ₇₄₆, ₈₄₇円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₇₆, ₇₇₉, ₁₅₇
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃, ₀₀₂, ₇₈₀
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₇₂, ₀₃₀, ₂₆₀
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁₅₄, ₅₅₉, ₀₄₄
（ｆ）分 配 金 ₃₈, ₀₂₀, ₅₈₁
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁₁₆, ₅₃₈, ₄₆₃
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₆₃₃, ₆₇₆, ₃₆₅口

7



ダイワ台湾株ファンド

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、2014年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 ₆00円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₂ 月₂₃日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₁, ₄₁₇円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、20. 315％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）を選択する
こともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。
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